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現代国際経済システムへの新たなアプローチ
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はじめに
　経済学という学問は間違いなく実在の物事を対象とした「形而下の学問」で
あり、社会を構成する人々の衣食住の確保という極めて日常的な事柄について、
労働や天然資源などの制約の状況の把握とそれらの制約下での適切な活用と配
分に焦点を当てて考察する社会科学の一分野である。しかし、この日常的な衣
食住確保の活動にあたっては、それを行う人々の形而上的な認識が必ず伴って
いるため、この人々の認識についてもまた経済学の考察すべき課題である。す
なわち経済学は、衣食住の実態（形而下の事柄）への考察と同時に、その実態
の背景にある人々の価値観（形而上の事柄）、すなわち「哲学」の考察も行う
という両価性を有しているともいえる。本稿においては、筆者の専門である現
行の国際経済システムの現状と今後の展望につき、この形而上および形而下の
側面に留意し、経済学の立場から出発しつつ、経済学と公共哲学を架橋する新
たな学際的試みを行う。特に平和を脅かす要因となっている途上国の貧困問題、
および平和に対して良くも悪くも影響を及ぼすグローバリゼーションに関する
世界の現状について観察したい。
　本稿の第 1節においては形而上の議論として、まず公共哲学としての経済
学の可能性について概観し、現行の主流派経済学の枠組みが「効率性」概念に
いささか偏向しているために現代の国際経済問題を論じるのに十分とはいえな
い点に触れる。第 2節においては、やはり形而上の議論として、経済学にお
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ける「開発の必要性」概念が次第に「公共空間現出の必要性」へと接近しつつ
ある点を指摘する。第 3節では、視点を移して形而上の価値基準としての「グ
ローバリズム」と形而下の現象としての「グローバリゼーション」との区別に
ついて触れ、次節への準備とする。そして続く第 4節では、形而下の事例と
して国際経済学分野における貿易自由化を巡る動向を取り上げ、自由貿易体制
へ究極的に収斂させるための国際的ルール作りに重点が移るにつれて、形而上
の価値基準としての「グローバリズム」の是非を問うことの必要性が増してい
る現状につき論じる。最後の第 5節では「国際公共哲学」の構築を見据えた
総括と展望を行うこととしたい。
１．公共哲学としての経済学の適格性
　本節においては、公共哲学としての経済学の適格性という、形而上に属する
と考えられる観点についての考察を行いたい。我々の日常的な生活で普段意識
することはあまりないが、現代社会では生活空間を「公的空間」および「私的
空間」に二分した捉え方をすることが社会通念となってきた。そして学問とし
ての経済学の場合でも、前者の公的空間を「政府部門」、そして後者の私的空
間を家計や企業といった「その他の部門」に分けることが行われている。しか
し現実の経済社会を例にとると、そこには、両者を包含した「公共」の概念が
必要であることが明らかとなりつつある。筆者の専門である国際経済学の対象
とする国際経済システムの事例では、現実には政府、家計および企業に非営利
団体を加えた主体が一体となって解決すべき課題として、後述するように「地
球上の誰がどのような物を生産し、そしてそれがどのくらいの価格で取引され、
消費されるべきか」という問題、すなわち「国際的な生産と貿易のあり方」の
問題を挙げることができる。
　この国際経済の分野においては、「富める者」と「貧しい者」との間に見解
の相違が厳然として存在しているのが現実である。これは一般においても周知
のいわゆる「南北問題」、すなわち北半球に多く見られる豊かな先進工業諸国と、
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地理的にはそれら先進工業諸国の南側に多く位置する開発途上国との経済格差
を指し、これが今後の国際経済システムの構築にあたり現前の問題となってい
る1。グローバリゼーションの過程で、地球規模での経済的格差、すなわち「南
北問題」は解決するのか、あるいは悪化していくのかに関しては、仮説として「グ
ローバリゼーションは南北問題を解決する」とする立場（所得水準の国際的収
斂仮説）と「グローバリゼーションは南北問題を助長する」とする立場（所得
水準の国際的発散）が並存しており、実証的なデータの観察においても、双方
の仮説を裏付ける事象が見られるのが現状である2。
　このような現実社会の問題に対して、社会科学の 1つである経済学はどのよ
うにして解決の道を提示することができるであろうか。現代の経済学では、文
字通り公共の名を冠した「公共経済学」が存在している。ただしこの場合の公
共とは公共部門（政府）を指しており、公共経済学では、税金を原資とした政
府の経済活動が考察の主対象となっている。しかし上記のような国際貿易のあ
り方を含めた現代経済社会の諸問題を議論するためには、プレーヤーとしての
企業、家計および非営利団体をも「公共」の一員に加えた形で展開される「公
共の経済学」とでも呼ばれるものが別途必要となってくる。これは人間の経済
生活全般に関して、安定的な（従って平和な）空間を現出させるために必要と
1 どこからどこへ研究会（2003）は、南北問題の事例としてコーヒー栽培の「悲劇」
などを紹介している。すなわち、コーヒーの世界市場においては、先進国出自の多
国籍企業に従属する形で価格設定が行われており、途上国における生産の現場にお
いては、低賃金労働が余儀なくされている報告がなされている。
2 澤田（2003）は、労働者 1人あたり実質国内総生産と長期経済成長率との相関を
計測し、世界各国を以下のようにグループ化している。すなわち、⑴高い 1人あた
り実質国内総生産と低い長期経済成長率を持つ諸国（いわば先進国グループ）、⑵現
在は低い 1人あたり実質国内総生産であるが、高い長期経済成長率を記録する諸国（い
わば経済発展しつつある途上国グループ）、および⑶現在において低い 1人あたり実
質国内総生産であり、かつ低い長期経済成長率を記録する諸国（いわば経済発展に
おいて停滞している途上国グループ）である。そして⑴と⑵のグループを取り上げ
ると「所得水準の国際的収斂仮説」が妥当し、南北問題はグローバリゼーションの
進行と共に解決している、と判断されるが、⑴と⑶のグループに注目すると、逆に「所
得水準の国際的発散仮説」が妥当するのである。すなわち、南北問題とグローバリゼー
ションの因果関係は両義的なものであると考えられる。
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なる思考の共通基盤であり、経済の次元における「公共空間」をなすと考えら
れる。
　ここで経済学の歴史に視点を転じると、経済学の始祖とされるアダム・スミ
スは、18世紀当時の道徳哲学の枠組みで経済学の萌芽的議論を展開した。彼
の主張を要約すると、「私益追求が見えざる手により公共の善に一致する」の
である。そして暗黙にではあるが、ここには「経済的人間」が全力を尽くして
私益を追求することが前提視されている。スミスの後の世代になって、もう
少しうがった見方がされるようになり、スミスがおそらく意図しなかった人間
像として、「人間は私益追求のみを追及し、そのための認識と実行力を際限な
く持ち合わせている」というものを経済学者は想定するようになったのである。
このことを抽象的に表現すると、人間の完全合理性下での社会の「予定調和」
という考えが成立する。現代の主流派経済学の「最高善」は「パレート最適性」、
すなわち完全な市場における自由な取引を通じて達成されるとする「社会のあ
る構成員の効用を下げることなしには、他の誰の効用も上げることができない」
という最も「効率的」な状態である。そしてこれが唯一の「価値基準」となっ
ているのが主流派経済学の特質である。
　しかしこの近代における主流派経済学の価値体系は、一定の資源制約の下で
の各経済主体の効用の単調増加には特別の関心を払うが、主体間の効用水準の
差異には考慮を払わない、「効率性」のみの指標である。別言すると、主流派
経済学には「公平性」の指標が価値体系の少なくとも主柱から欠落しているの
である。大金持ちの効用が少しだけ減少することは、たとえそれにより貧しい
者の効用が大きく増加するとしても、許容されないのである。現代における主
流派経済学は効率性に偏った「公理体系」をベースとしている点において、公
共の空間において解決すべき問題として現存している上述の南北問題のような
公平性を巡る問題に正面から対処するためのパラダイムを持ち合わせていない
ものと考えられる。すなわち、主流派の経済学は、現代の国際経済問題を論じ
るための「公共哲学」としての適格性を欠いていると判断せざるを得ない。
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２．「開発」概念と「公共哲学」の関連
　前節で考察した「公共」概念の必要性は、経済学とどのように連関しうる
であろうか。本節ではこの形而上の課題について概観したい。経済学の一分野
である開発経済学は第二次大戦後のアジア・アフリカの旧植民地の政治的独立、
しかし旧宗主国への経済的従属という現状に即して誕生し、以降「開発」概念
は多義的な意味合いを持ったものでありつづけてきたが、結論的に述べると、
「開発」の概念は次第に「公共性」を巡る議論へと急速に接近しつつあるといえる。
経済学者アマルティア・センは、「開発」をめぐる議論の一環として主流派の
新古典派経済学が持つ価値体系の是非について論じ、その主軸をなす唯一の尺
度としての、効率性に基づく「パレート最適」概念は「情報ベース」として非
常に狭隘である点を指摘している（Sen、1981）。センは、主流派経済学の外
部から独自の「潜在能力理論」を提出し、個人の厚生水準の増大、すなわち「開
発」とは「人間開発」、すなわち人間の選択可能性の拡大により個人の潜在能
力が行使できる状態を意味するとした。そして人間の選択可能性の拡大のため
の公共的制度のありかたを議論し、民主主義体制が開発に寄与することを指摘
している。彼の視点は自らの出身国であるインドおよび隣国バングラデシュを
はじめとした開発途上国の大衆に注がれており、例えば断食する修行僧と飢餓
難民の違いが栄養水準の低下自体にではなく、その状態になることも含めた選
択枝の有無にあるという視点から考察している。また独裁体制下では、国民の
真の欲求が抑圧されており、客観的な観察からは選択肢の拡大が表明されない
こととなることから、民主主義体制への移行により抑圧された欲求を解放する
必要性を指摘している。
　センの「人間開発」の概念は、従来の世界銀行・国際通貨基金の重視してき
た「経済開発」、すなわち道路、橋、電力システムなどの社会インフラの増大
とは一線を画している。それは、経済開発の名のもとになされる社会インフラ
の充実を重視するあまり、その社会を構成する肝心の人間の選択肢が縮小され
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る状況にもなりうるためである3。そして人間を中心とした「人間開発」の概
念と、やはり他ならぬ人間により構成される公共を重視する「公共哲学」とは、
それぞれの学問用語としての出自を超えた高い親和性を有するといえる。すな
わち両者において共通に見られる特質は、現実の課題としての効率性の確保と
ともに、やはり現実の課題としての公平性の確保についても等しく重視してい
るのである。
　それでは、これら 2つの概念に共通する「人間中心」の価値観は、形而下
の問題としての南北問題の解決をめぐる議論にどのような影響を与えているの
であろうか。この点につき、次節以降で考察したい。
３．「グローバリズム」と「グローバリゼーション」
　本節および次節では、国際経済学において中心的に議論される形而下の事
例として、いわゆる「グローバリゼーション」についての考察を行う。その際、
形而上の価値体系としての「グローバリズム」と形而下の現象としての「グロー
バリゼーション」との区別が必要である点を本節において以下論じておきたい。
　まずグローバリズムとは、経済取引の参加者としての人間の有する価値観の
1つである。これを定義することは難しいが、スティーガー（2005:120）に
よると、「グローバリゼーションの概念に新自由主義的な価値と意味とを与え
るイデオロギー」とされる。新自由主義（Neo-liberalism）とは、経済学にお
いてはアダム・スミスの流れを汲むと「自認」する学派を意味し、その主張
は要約すると「市場は需要と供給を均衡させる自己調整的なメカニズムであ
り、したがって、資源の最も効率的な配分を保証するものであるから、政府
による市場の制限は排除されるべきである」というものになる（スティーガー、
2005:51）。そしてこの新自由主義は「効率性」という情報ベースのみを公理
3 例えば「政府保有の土地の不法占拠」などの理由により、スラムではあっても住
居として住みなしてきた居所より追い立てられるなどの事例が途上国の抱える現実
の問題として存在している。
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体系としている点に留意する必要があろう。
　一方、グローバリゼーションとは「世界規模の社会関係の強化」（スティー
ガー、2005:12）と定義することが可能であり、経済のみならず、政治、文化
および「価値体系」も含むが、経済面においては、基本的な経済循環としての
生産、分配、支出という人間の活動が世界規模で行われることを意味している。
　現象としてのグローバリゼーションに関する問いとして、それが⑴不可避で
不可逆か、⑵その原動力、決定要因は何か、⑶古いのか新しいのか、繰り返さ
れた過程なのか、⑷利益は広がっていくのか、それとも格差が広がっていくの
か、⑸民主化は進むのか、⑹国家は退場しつつあるのか強化するのか変容する
のか、⑺アメリカ化と同一か、文化帝国主義とみなしうるのか、といった多
様な観点が存在している（スティーガー、2005:175）。このような多元的な問
いに加えて指摘したいのが、「そもそもグローバリゼーションは機械的に進行
していく現象なのか」ということである。結論的には、否、であろう。グロー
バリゼーションは人間相互の協力活動の結果全体的に観察されるものであるた
め、個々人が何らかの価値体系を共有している必要がある。したがってグロー
バリゼーションを推進する価値体系として、グローバリズムが観察者によって
想起されるのである。すなわち、グローバリズムという形而上的な新自由主義
の価値体系が形而下の現象としてのグローバリゼーションを規定していると考
えられる。そして主流派経済学の価値体系であるグローバリズムによって、グ
ローバリゼーションは「最も効率的」、したがって「最高善」と判定されるため、
推進されてきたといえる。標準的（主流派の）国際貿易理論において有名な「比
較優位」の原理によると、「各国は自らがもっとも効率的に生産できる財の生産
に特化した後にそれを輸出し合うことでそれぞれ最大の利益を得る」のである。
　このような形而下の現象としての「グローバリゼーション」と形而上の価値
基準としての「グローバリズム」の明示的な区別によって、現象としての国際
経済システムへの公共哲学的な考察を行うことが可能となる。次節においては、
これについて論じたい。
現代国際経済システムへの新たなアプローチ
208
４．事例による考察：国際貿易システムの公共哲学
　国際経済システムは、概念的には財・サービスなど消費されるものの交換取
引に関する国際貿易システムと、異なる貨幣の交換取引に関する国際金融シス
テムとに二分される。本節では前者の国際貿易システムに焦点を絞り考察する
ことにする。「人間中心」の公共哲学概念は、援助ベースの国際協力の分野で
は適用されはじめているものの、商業ベースの国際貿易の分野では未だ市民権
を得ていない。したがって本節における議論は、公共哲学の国際貿易システム
への適用という意味において新たな視点を提供している。
　本節の第 1項においては多角的な貿易自由化を行う場としてのWTO（World 
Trade Organization、世界貿易機関）の価値体系の特質を指摘し、続く第 2
項では、FTA（Free Trade Agreement、自由貿易協定）について同様の考
察を行う。第 3節においては貿易自由化に関する独自の取り組み事例として
APEC（Asia Paciﬁ c Economic Cooperation、アジア太平洋経済協力）につい
ても同様の考察を行い、第 4項において小括を行いたい。
⑴WTOの「価値体系」
　国際貿易システムは 1995年のWTO設立に伴い、固定された制度の枠組み
の下での市場における量的な輸出競争から、貿易制度そのものについての個々
のルール作りの次元におけるいわば質的競争へと争点の転換がなされつつあ
るのが現状である。このことに関しては、WTOという国際貿易システムの
唯一のいわば「立法機関」のあり方が直接的な要因となっている。すなわち、
WTOにおいては確立された個々のルールが存在しているのではなく、ルール
作りそのものを交渉により行っているのである。
　ここで重要な点は、全世界における貿易（多角的貿易）を法的拘束力を持っ
て統治するWTOにおいては、個々の貿易をめぐるルール作りにあたり、いわ
ばその公理系として「自由無差別主義」が採用されていることである。これは
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まさに「新自由主義」が国際貿易システムにおいて体現されたものと見るこ
とができる。WTOの自由無差別主義を体現する具体的な原則が、「最恵国待
遇」（Most Favoured Nation Treatment）、および「内国民待遇」（National 
Treatment）の原則である。GATT第 1条に規定されている最恵国待遇とは「特
定国に与えた最も有利な貿易条件は全加盟国に平等に適用すること」を意味し、
GATT第 3条に規定されている内国民待遇とは「自国民と外国民に、同等の
待遇を与えること」を意味している4。WTOにおいては、これらの 2大原則
の下に具体的なサービス分野の貿易、投資、知的財産権、国内補助金、非関税
措置などの商品貿易以外の国際経済取引に関し、ますます包括的な観点から交
渉が行われるようになっている。
　Mehdi（2005）は、開発途上国における近年の経済発展の経験およびWTO
における多角的貿易自由化の行き詰まりの現状を踏まえつつ、貿易政策および
工業政策に関する理論と現実にそれた途上国において行われた施策が多くの誤
謬に満ちている点を一貫して主張している。そしてWTOが「公理系」とする
新自由主義に基づいて完全な貿易自由化が経済発展段階の違いを考慮せずにな
された場合、開発途上国にとっては却って経済発展の妨げとなりうる、という
結論を明示している。この主張は、現在のWTOにおける多角的な貿易交渉の
概念的な支柱としての新自由主義に正面から疑問を提示するものといえる。
　このことの背景となる経済の実態へ視点を転じると、WTOの前身としての
GATT（General Agreement on Tariffs and Trade）における貿易交渉、ウル
グアイ・ラウンド（UR）において貿易自由化に関する合意がなされたものの、
UR交渉と時期的に重なる 1990年代に輸出の伸び悩みから国際収支の悪化が
東アジア、ブラジルおよびアフリカ諸国において顕在化していること、これら
途上国においては世界銀行および IMFによる構造調整プログラム・安定化プ
ログラムの名の下に貿易自由化が先進国以上に進められてきたことから、貿
4  GATTの原文については、以下のウェブサイトよりダウンロード可能。（2006年 9
月 1日現在）http://www.wto.org/english/docs_e/legal_e/gatt47_01_e.htm
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易自由化そのものへの猜疑心が途上国において高まった点にもMehdi（2005）
および Stiglitz and Charlton（2006）は言及している。
　かつてアダム・スミスは貿易自由化を巡る歴史に触れ、関税・数量規制の
撤廃などの貿易自由化政策により産業構造転換が促進され経済が成長すると議
論したが、これは経済の発展において世界の諸国間でそれほどの差が存在せず、
また財の生産に必要な技術体系の進展も緩慢であったために成り立ちえた、い
わば「静態的」（static）な視点に立った議論であると思われる。
　現代の国際経済社会においては、経済の発展段階が異なる国々が多く存在
し、財の生産技術も絶えず先進国企業に主導される形で変化していく動態的
（dynamic）なものなのであるから、事情は異なるものと思われる。すなわち
伝統的な比較優位概念に基づく貿易理論が静態的な視点からのものであり、議
論の前提が現実的には満たされないのであれば、比較優位理論は動態的な経済
社会においては妥当性を失う可能性があるのである。
　この視点からは、現代経済において観察される貿易パターンは、途上国お
よびそれらに多く所在する中小企業などの生産面での「弱者」にとっては全く
輸出機会のない、いわば「絶対優位論」に立脚しているとも考えられる。比
較優位の仮定に基づく国際貿易モデルとは対照的である。ここにおいては Sen
（1981）の新古典派経済学への批判としての「生存の仮定」、すなわち競争
により効率性の劣った生産者（国）が撤退を余儀なくされた場合でも、生き
残って他の産業部門に雇用される、という実際には容易に起こりえない仮定を
同学派が行っている、という主張が想起される。また Fujita, Krugman and 
Venables（1999）や Baldwin et al.（2003）などの新自由主義を大前提とし
た国際経済理論として脚光を浴びつつある「空間経済学」の主張する通り、市
場機能のみでは裕福な核（Core）と貧しい周辺（periphery）が自己組織され
てしまい、核地域と周辺地域の経済格差は広がっていく。別言すると、公平性
の観点からの議論がなされていないのである。
　比較優位モデルの仮定の 1つである「規模に関する収穫不変」、すなわち
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「労働や資本などの生産要素が拡大する量に比例する形でのみ生産量は拡大す
る（生産要素の拡大以上に生産が拡大することはありえない）」という仮定が
満たされるのならば、そもそも個々の労働者の集まりとしての企業組織とい
うものが現実に存在することの説明ができなくなってしまう。人の集合体とし
ての企業組織形成には、効率性向上のメリットがないことを意味するためであ
る。しかし現実には、本書が指摘するように、規模の利益を活かした生産効率
上昇効果により、およそ 1,000の巨大企業が世界における工業生産額の 80％
を、そしておよび 500の企業が世界貿易の 70パーセントを担っている（Mehdi, 
2005:122）。すなわち、比較優位の国際貿易モデルが有する「規模に関する収
穫不変」の仮定は非現実的であると判定されよう。だとすれば、巨大企業の寡
占的行動をなんら抑制しない自由貿易制度のメリットもやはり「虚構」と判定
されても仕方がないのである。
　さらに例を挙げると、WTOにおける「貿易関連知的所有権協定」（Agreement 
on Trade-Related Aspects of Intellectual Property Rights: TRIPS協定）お
よび「貿易関連投資措置」（Trade-Related Investment Measure: TRIM）は
それぞれ国際貿易に関連した知的所有権および投資のあり方に関して法的に
規定しているが5、基調として企業側の権益を保護する内容となっているため、
開発途上国の政策介入の余地を著しく制限する内容であるといえる。結果とし
てこれらのWTOにおける協定・措置は先進国出自の巨大企業の跳梁跋扈を容
認あるいは奨励するルールとしてしか映らず、WTO加盟国の大多数を占める
途上国側からの反感を招いているのが現状であるといえる。
　「WTOの諸ルールは開発に資するものである」との新自由主義の主張に立
脚したWTOにおける国際貿易制度は上記のように経済実態と相容れない前提
を持っているが、これとは別のWTOにおける協定自体の観点が存在する。そ
れはWTOを柱とする貿易自由化制度においては、途上国側も含めた全加盟国
5 WTOにおけるこれらの国際貿易関連の規定に関しては、以下のサイトを参照。
http://www.wto.org/english/docs_e/legal_e/legal_e.htm（2006年 9月 4日）
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の貿易自由化努力は法的な制裁措置を伴う強制的なものと規定され、一方貿易
自由化に伴う弊害の除去への先進国側の途上国側への協力については強制的
な規定が存在せず、したがって暗黙のうちに非強制的なものとされている点で
ある。すなわち、WTO体制の設計思想は先進国と途上国の両陣営への公平性
の観点からは齟齬があると考えられるのである。そしてこの先進国の経済利益
優遇のWTO体制が途上国側のルールの履行の欠如、ひいてはWTOにおいて
2001年より開始された多角的貿易交渉の場としての「ドーハ開発アジェンダ」
の難航の原因になっている可能性は否定できないのである。WTOという国際
貿易交渉の空間は、有効に機能する「公共空間」とはなり得ておらず、イグナ
ティエフ（1999）らも指摘する通り、（公共空間を構成する）人々の安定した
経済生活の確保というニーズに答えていないのが現状である。
⑵ FTAの「価値体系」
　本項においては、WTOの統括する GATT（関税と貿易に関する一般協定）
の 24条6において規定されているいわゆる FTA（Free Trade Agreement、自
由貿易協定7）の価値体系についての公共哲学的な考察を行う。現在、FTAの
締結が世界の各国政府により強力に推進されつつあるが、これは前項において
取り上げたWTOにおける多角的な貿易自由化の枠組みが交渉の難航によりう
まく機能していない状況をふまえた動向である。すなわち二国ないし限られた
数の複数国の間でのみ自由貿易化を行おうとする制度であり、部分的にでは
あっても貿易自由化の実利が比較的短期的に得られるため、FTAは選好され
つつあるのである。FTAはWTOの枠組みにおいて容認された協定ではあるが、
6 GATT24条の原文については、以下のサイトを参照。
 http://www.wto.org/english/docs_e/legal_e/gatt47_02_e.htm#article XXIV（2006
年9月4日）
7 WTOにおいては、Customs Unions（関税同盟）もしくは Free Trade Areas（自
由貿易地域）が二国間の特恵的貿易協定についての正式な用語であるが、本稿では
国際経済学の通例に従い、FTAと呼称することとしたい。
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これは FTAの加盟国域内でのみ貿易を原則的にすべて自由化するという差別
的な取り決めであり、原則論としては、WTOの有する自由無差別の原則に反
している。必然的に域外国を差別するものだからである。
　そのため、この FTAの有する価値体系については相反する見方が存在して
いる。ここで経済学における「私的財」とは、「競合性」および「排除性」を
有する財・サービスを指し、「公共財」とはその反対に「非競合性」および「非
排除性」を有する財・サービスを指している。すなわち私的財と公共財は概念
的に区別されている。しかし FTAに関しては、両義性を有していると捉える
のが妥当であろう。それは、より広域で貿易自由化（関税の撤廃）にあたっ
て除外される品目の少ない、「質の高い」FTAはより広域的な FTAの可能性
を増すためにプラスの価値を持つ公共財的な側面を有しており、その逆に加盟
国数が少なく、貿易自由化にあたっての除外品目の多い「質の低い」FTAは、
貿易実務的に複雑な貿易システムという前例を作ってしまうことによりマイナ
スの価値を持つ公共財的な側面を有しつつも、貿易利益の観点からは私的財と
して加盟国のみを資すると考えられるからである。このことに鑑みると、FTA
の価値体系もまた、WTOと同様、公共空間において自律的に存立できるもの
ではないことが分かる。
⑶ APECの「価値体系」
　日本を含めた東アジア地域に加えてアメリカ大陸を含めたアジア太平洋地域
においては、1989年に APEC（Asia Paciﬁ c Economic Cooperation, アジア
太平洋経済協力）が地域的な枠組みとして成立した。この APECという地域
的な枠組みの制度的な特質は、「開かれた地域主義（open regionalism）」の概
念で表される。この概念には様々な解釈が存在しているが、その最もシンプル
な解釈は、「APECに属する全メンバーはWTOの最恵国待遇にもとづいて貿
易自由化を実現していこう」とする意思表明である。WTOの枠組みにおいて
は通常、「相互主義」に基づき、貿易を行う二国の間で互いに輸入関税などの
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貿易障壁を撤廃することがなされている。いわば「関税障壁の市場」における
交換取引の履行である。これに対して APECでは、相手国がたとえ APECに
属していなくとも、その国に対してWTOの無差別原則に基づいて貿易障壁を
撤廃しよう、という全 APECメンバーの自発的な決意を含意しているのであ
る。このことは、WTOにおいて法的に規定される国際貿易システムの空間に
いわば自発的な形で無差別な貿易障壁撤廃という「公共財」を提供することを
示唆しており、アジア太平洋地域の国際経済社会から世界経済に対する壮大な
意思表示であるとともに、大きな「実験」である。
　この「開かれた地域主義」という言葉は用語としてそもそも自己矛盾してい
るように思われる。「開かれた」は地域を問わない無差別を、そして「地域主義」
は地域限定の域外差別を含意しているからである。しかし、これが「絵に描
いた餅」でないことを、インドネシアの古都ボゴールにおいて首脳会議が開か
れた際に「ボゴール目標」が設定され翌年以降実施に移されていることにより
示そうとしている。「ボゴール目標」とは、APECの加盟メンバーのうち、先
進国メンバーは 2010年までに、そして途上国メンバーは 2020年までに貿易
投資の自由化を達成しようという目標である8。「ボゴール目標」の主要項目で
ある輸入関税率の段階的な引き下げについて実際に計測を行ったところ、表 1
の結果を得た。同表によると、確かに APECメンバーは輸入関税の引き下げ
努力において平均的にWTOメンバーを上回ってきていることが明らかである。
　貿易自由化という国際公共財を APEC地域で実現していこうという動きは、
公共財は費用負担をしなかったものによっても「消費」（享受）可能であるた
めに、常に「ただ乗り」の誘引が存在し、したがって誰も自分からはそのよう
な財を生産せず、結果的に公共財は過小にしか供給されない、という経済学の
定説に対して、実際の国際経済政策により反駁しようという試みともいえる。
8 「ボゴール目標」は、1994年にインドネシアのボゴールにおいて開催された
APEC首脳会議の結果としての首脳宣言（APEC Economic Leaders’ Declaration）
に盛り込まれている。同首脳宣言については、APECの下記の公式サイトを参照。
http://www.apecsec.org.sg/apec/leaders__declarations/1994.html（2006年 9月 4日）
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この点については次項でも触れる。
⑷小活：国際貿易システムにおける「公共空間」
　本節では、国際経済学分野の事例として貿易自由化を巡る動向を取り上げ、
機軸となるWTOをベースとした貿易自由化、その対抗馬としての FTAベー
スの貿易自由化、そしてそれらへのアンチテーゼとしての APECによる自発
的な貿易自由化の取り組みについて言及した。国際貿易システムを法的に統括
するWTOにおいて自由貿易体制へ究極的に収斂させるための国際的ルール作
りに重点が移るにつれて、改めてその価値体系の根幹にある新自由主義に基づ
く「グローバリズム」自体の検討の必要性が増しているのが現状であろう。
　Mehdi（2005）らも指摘するように、世界経済を構成する国々にとって、
経済発展への志向が必ずしも自由貿易を意味しないのであり、経済発展を目的
とすれば、自由貿易はその手段である。しかし主権国家の数の上では世界の大
多数を占める開発途上国は、WTOにより貿易自由化が自己目的的な価値基準
として経済発展段階を考慮されずに押し付けられて来ている、と認識している
のである。このことの背景として現代経済においては「知識」（工業技術、情
報などの相対）を基盤とした経済活動の進展により、生産される財は固定化さ
れておらず絶えず変化しており、結果的に国際的な競争は市場における価格以
外の要素を重視したより動態的な性質のものへと移行している点が指摘できる。
　しかし一方で、交渉の難航するWTOの代替案としての FTAの活用は、
WTOにおいて容認されているとはいえ必然的に域外国が貿易自由化において
表１　輸入品に課される譲許関税率（報告された最近年ベース）
（パーセント）
全品目 農産品 非農産品
APEC メンバー平均 16.8 21.4 16.1 
非 APECメンバー平均 42.8 59.8 31.9 
世界平均 39.0 54.2 29.6 
出所：WTO, World Trade Report 2004をもとに筆者作成。
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差別されることとなり、やはり国際貿易システムの次元での公共空間における
価値体系となりえないことは明らかである。これらWTOとFTAの持つ限界は、
それらが「強制」に基づく社会システムの構築努力であり、そうである限りに
おいて、厚生経済学における「アローの不可能性定理」、すなわち「個々の経
済主体の価値観を集約して社会全体の価値観を決めるための民主的な手続きは
存在しない」という命題（アロー、1977）9の妥当性を具現化してしまう現状
であるといえよう。国際貿易システムの構築においても、「強制」的アプロー
チには限界が存在しているのである。
　したがって新自由主義に基づくものとは一線を画する「代替案としての経済
発展政策」の構築についての必要性が増しているといえよう。市場において決
定される非価格的な要素への考慮を欠いた形で国際経済社会から押し付けられ
る（と少なくとも発展途上国が認識している）即時的な貿易自由化を柱とした
経済発展政策は、いわば国際公共空間において普遍的な価値体系としてのコン
センサスを得られていないのである。
　APECにおける「協調的かつ自発的な貿易自由化」（concerted unilateral 
liberalization）は、APECメンバー以外の貿易相手国からの相応の貿易自由
化努力という「見返り」を期待しない、という意味で国際公共空間においては
公共財の提供にあたり、「賞賛されるべき」政策スタンスであり、価値体系で
あるといえよう。しかし、この価値体系の具現化された目標である上述の「ボ
ゴール目標」の自発的履行については、それが APECにおける独自の貿易自
由化のシステムとして実際に達成されるか否かという観点から予断を許さない
のが現状である。非 APECメンバーが「ただ乗り」の行動に出ることが十分
に予想され、このことを APECメンバーが必ずしも甘受するとは限らないか
らである。また、WTOおよび FTAの枠組みにおける貿易自由化交渉が法的
9 厚生経済学におけるアローの不可能性定理のより厳密な定義は、「⑴パレート効率
性、⑵個人の選好の自由、⑶選択の独立性、⑷民主的意思決定の存在、の 4つの制
約条件を満たす社会的選好は存在しない」というものである。
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な拘束力もしくは強制性を伴ったものであるのに対して、APECにおける貿
易自由化の取り組みはあくまで加盟メンバーによる「自発的な」ものである。「法
的な強制」ではなく「自発的な目標」による国際政策への取り組みであり、貿
易自由化を行う各メンバーの「哲学」が試されるという意味において、APEC
を巡る今後の協調的かつ自発的な貿易自由化の動向は注目すべき公共哲学的イ
シューであるといえよう。
５　総括と展望：「国際公共哲学」の構築を見据えて
　本節では経済の次元における「国際公共哲学」の構築を見据えた総括と若干
の展望を行う。「衣食足りて礼節を知る」という人の現実に鑑みると、地球的
平和を現出させる方途の 1つは、人の日常生活における経済活動が安定的に
営まれることである。平和と経済生活の祝福の双方向の因果関係を有している
のである。「経済が祝されてはじめて平和が確保される」という見方は、例え
ば国際的なテロ活動の温床がほぼ例外なく経済的に貧しい国・地域であるこ
とからも裏付けられる。平和は経済を基盤とし、経済は平和を前提するという
相互依存関係が指摘できよう10。本稿において焦点を当てて考察した国際貿易
システムの構築は、公共哲学ネットワーク（2003）の提示する「地球的平和」
を経済面から下支えする重要な意義を有している。
　第 4節において指摘した新自由主義に基づく貿易の即時かつ完全な自由化と
は異なる「代替案としての経済発展戦略」の具体的なあり方は個々の国の状況
により異なりうるが、経済発展戦略の主要な位置を占める貿易政策は経済開発
を明確に志向したものであるべきであり、またそれ自身が目的なのではなく手
段に過ぎないことに留意すべきである。経済政策の具体的立案においては、貿
易自由化と並び、市場の整備、産業政策、外国直接投資政策および工業技術政
10 桂木（2005:213）は、「市場とは、われわれの生活に含まれている多様な価値観や
対立する諸力のぶつかり合いから生じる、むき出しの力の対決を回避して、それら
の価値観や諸力の間の複雑で動態的なバランスを取ることによって、平和（市場平和）
を維持する仕組み」であるとしており、本稿の視点と符合する。
現代国際経済システムへの新たなアプローチ
218
策も手段としてのみ捉えられるべきであり、「経済発展」とは、国民の生活水
準向上のために雇用が確保されることを何よりも意味すべきであろう。貿易自
由化等の施策が自己目的化してはならないのである。技術水準の進展により市
場における企業の競争は寡頭的でグローバル企業に有利なものへと転換しつつ
あり、また技術習得にかかる期間が長期化したため、いわゆる「幼稚産業保護
政策」の必要性も、近世における重商主義的な意味合いを超えて新たな公共哲
学的ニュアンスを伴った形で増しつつあるのかもしれない。すなわちここでの
「政策」とは、政府に加えて、NPOなどの公共空間における諸アクターを含む
「公共政策」であるべきなのである。
　分業の利益を強調したアダム・スミスは、社会的分業が成り立つための大前
提として、「相互の共感」を挙げている。相手の立場を考えることの大切さで
ある。従って取引相手をあざむき、出し抜こうとするような土壌からは、人間
の安定した経済生活は生まれない、ともいえよう。それはいわば「公共哲学な
き主権国家間および企業間での競争」、別言すると「奪い合う効率性の追求」
として性格づけられる。効率性と同時に公共性をも自らの問題として認識する
公共市民は、このような姿勢からは一線を画す必要がある。
　世界の地域別に具体的に概観すると、経済発展段階に応じた公共政策の策定
が不可欠であり、低所得のアフリカ諸国においてはまず生産能力の拡充に、輸
入代替を達成したラテンアメリカおよび中東諸国においては輸出振興を見据え
て国内産業の効率性を増すことに、そしてすでに一定の輸出競争力を有するア
ジア諸国においては産業のより一層の高度化に注力すべきであろう。そしてこ
れらの経済発展政策の実行には市場によるコーディネーションのみでは不完全
であり、政府介入もまた「政府の失敗」の可能性が棄却できないため、いわば
「地球的市民社会」による介入もさらに推進されるべきである。
　このような代替的経済発展政策は理想論的で現行のWTOおよび国際金融機
関の政策スタンスと性格をまったく異にするかもしれないが、国際経済システ
ムにおける諸制度は、「地球的平和」という目的に従って変更されるべきであり、
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「国際公共政策」が世界各国の経済の発展段階に応じてなされる場合、そのよ
うな「代替的な経済発展政策」は平和の基盤の確保を通じて経済安定化にも寄
与するはずで、途上国のみならず先進国にとっても利益となるのである。
　現代の国際貿易システムは、WTOを 1つの大きな柱としつつ、市場のみな
らずWTOにおける制度的措置が貿易パターンおよび結果としての所得分配の
決定に主導的な役割を果たしている。そして法的拘束力を有するWTOの現有
する新自由主義的な価値体系からは必然的に「グローバリズム」が結果し、「自
由貿易システムが望ましい」という既存の主流派貿易モデルの結論が表層的に
受け取られて政策形成が安易に策定・実施されてしまいかねない。スティーガー
（2005）などの指摘する通り、グローバリゼーションには統括主体がいないと
されており、それはある意味において事実であろう。
　現実の国際経済システムは、複雑な相互依存関係により性格づけられるので
あり、また多元的なものである。地球市民により構成される「世界的な公共哲
学ネットワーク」は、試行錯誤をしつつも、効率性一辺倒の価値体系において
なされる「グローバリゼーション」ではなく、いわば「責任あるグローバリゼー
ション (responsible globalization)」（Oki、2005）というものを、APECの取
り組みにおいて萌芽的に見られるように「自発的」な形で、そしてさらに多
くの経済主体を巻き込むような形で希求し、そのための価値体系およびその具
体的なあり方―経済面に焦点を当てた国際公共哲学―を全体的（holistic）
に提示していくべきである。
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